
27

川越市の産業活動の空間的展開に関する一考察［上村博昭］

論　文

川越市の産業活動の空間的展開に関する
一考察

上村　博昭

A Study on Spatial Development of Industrial Activities 
in Kawagoe City

KAMMURA, Hiroaki

Abstract
The studies of Japanese metropolitan areas discuss the structure of the areas, while oth-

ers analyze the today’s condition of a specific area. Former studies examine the struc-

tures, development and decline of metropolitan areas. Latter studies reveal the conditions 

of manufacture, retail business or service industry in metropolitan areas. However, few 

studies examine the features of a specific area, by analyzing multiple industries’ condi-

tion and spatial development of them. This study tries to examine this point in a suburban 

city of Tokyo Metropolitan Area. The case area is Kawagoe city, which is located 30km 

away from Central Tokyo. Main industry is agriculture (in the primary industry), manu-

facture (in the secondary industry), retail business, service industry, and tourism (in the 

tertiary industry). Commercial business and service industry has been developed in the 

central area of Kawagoe (near the main station), and many tourists come to historical 

sites in the northern area. On the other hand, there are some shopping centers, industrial 

park in the outer area. Also, in the outer area, farmers cultivate the paddy fields near the 

rivers and farms on the uplands. We discussed that each industry in suburban city is af-

fected by the dynamics of metropolitan areas, and there would be a zone structure not 

only metropolitan area, but also inside the suburban city.

要　旨
地理学における大都市圏を対象とした研究は、大都市圏全域の構造を捉えるアプロ
ーチと、特定の地域に限って、実情を明らかにするアプローチがみられる。前者の研
究では、様々な指標を用いて大都市圏の構造、成長や衰退を検討している一方で、後
者の研究では、大都市圏の製造業、小売業、サービス業などの実態を明らかにしてい
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る。しかし、大都市圏内の個々の地域について、地域内の様々な産業活動を分析し、
その空間的展開を捉えた研究は限られる。本稿では、埼玉県川越市を対象に、この点
を検討する。川越市は、東京都心部から約30kmの郊外都市で、第一次産業では農業、
第二次産業では製造業、第三次産業では商業やサービス業、観光業を主としている。
川越市では、主要な鉄道駅付近で商業やサービス業が卓越し、中心市街地の歴史的地
区においては観光関連産業が展開されている。周辺部では、郊外型の商業施設、工業
団地や卸売団地が形成されている。その他の周辺部では農業が中心で、台地上では畑
作、河川付近では稲作が顕著である。各産業には、大都市圏内部という地域的特徴が
色濃く反映されること、大都市圏全体と同様に、郊外都市内部にも地帯構造がみられ
ることを指摘した。

キーワード

東京大都市圏（Tokyo Metropolitan Area）

郊外都市（Suburban City）

空間的展開（Spatial Development）

川越市（Kawagoe City）

1. はじめに

（ 1 ）問題意識
地理学においては、大都市圏を対象とした研究は数多く行われている。富田・藤井編（2010）
によれば、大都市圏とは、大都市の行政界を越えて景観的に一体化した地域、機能的に関係の深
い地域を指しており、市街地連担地域、日常生活圏、大都市影響圏の3つに区分できる。いずれ
にしても、少なくとも大都市圏には、中心を為す都市（中心都市）とその周辺にあたる郊外地域
がある。日本では、東京、京阪神、名古屋の三大都市圏が広く知られており、これらは第二次世
界大戦後に急速に拡大した。大都市圏の郊外では、住宅開発や鉄道、道路の整備が進展してき
た（1）。
こうした大都市圏の実情の検討に際して、一つには、大都市圏全体を対象として、様々な指標

から大都市圏の構造を分析・議論するアプローチがある。たとえば、富田（1995）は、大都市圏
の人口変動について地帯別のモデルを用いて定式化しているほか、石川（1996）は、京阪神大都
市圏を対象に、パーソントリップ調査の結果を用いながら、郊外核の特性の評価を試みている。
このような大都市圏の構造把握以外に、大都市圏内での人口移動や通勤流動の分析、高齢化の問
題において、谷（1998）や長沼ほか（2006）などの論考においては、大都市圏全体を対象とした
分析を試みている。
他方で、大都市圏の全体を捉えるだけでなく、個別の地域を対象とした分析を行う研究アプロ

ーチもみられる。とりわけ、郊外の実態を把握しようとする研究では、このアプローチを採るも
のも多い（稲垣2001、中澤ほか2008、西山2010、平井1999など）。こうしたアプローチは、通勤

（ 1） 大都市圏の拡大について、たとえば谷内（1995）は、東京大都市圏と京阪神大都市圏を対象に、都市人口
分布の変化を地図化しながら、発展過程を解説している。
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流動や宅地開発の研究にとどまらず、郊外の業務核都市におけるオフィスビル開発の実態分析
（佐藤2016）など、都市開発の実情把握の研究にも用いられている。
こうした研究視角は、人口移動や通勤流動、オフィス郊外化など、大都市圏の構造を意識した

分析・議論では多く用いられているが、製造業や小売業の立地動向に関する研究では、大都市圏
の構造をあまり意識していなかったように思われる。たしかに、製造業については、東京大都市
圏内にあたる京浜工業地域の実態分析として、たとえば鹿嶋（1995）が青梅市の大手電機メーカ
ーT社の連関構造を明らかにしているが、大都市圏の文脈で捉えるよりも、工業地域の集積内、
集積間での連関の検討を主としている。また、松原（2009）など、京浜工業地域の変容を捉えた
議論は数多くみられるものの、工業集積として議論するアプローチといえよう。小売業について
は、富田（1977）や藤井（1983）などが、大都市圏の構造をふまえた分析をしていたが、近年で
は、小売業の店舗展開のパターンの明示化、業態ごとの特性の違いに関する議論（荒井・箸本編
2004、岩間2001など）、店舗の空間的展開と物流システムの関係に関する議論（土屋1998など）
が主であり、大都市圏の構造と個々の産業活動を明示的に結びつけることは、あまり意識されて
いないように思われる。
実際に、各産業の立地要因、取引関係などの実態を把握する際には、大都市圏の構造よりも、

個々の産業を地域の実態に即して詳細に調べることが必要であると考える。その一方で、たとえ
ば大都市圏内の特定の地域の特徴について、産業の現況を論じるとすれば、どのようにすれば良
いのだろうか。地理学の既存の研究成果を用いて、大都市圏の構造と各産業の立地要因などの双
方を考慮し、特定の地域の実態把握を行うことになるだろう。
特定の地域的なまとまり、たとえば行政域で区切って産業を捉えることは、実際には行政域を超

えたネットワークによって動いている各産業の実態を論じる際に、場合によっては不適当な方法と
なるのかも知れない。それでも、地域分析を実施していれば、特定の都市の特徴を把握することが
必要な局面も出てくるだろう。その際には、大都市圏の構造から当該地域を位置付けたうえで、各
産業の実態を統計資料や文献資料で明らかにするとともに、各産業の立地展開ないしは空間的展開
の背景を、既存研究の成果や現地調査を用いながら明らかにして、最終的にそれらの総体、ないし
は複層的なまとまりとして、特定の地域の産業を論じるというアプローチを採ることになろう。

（ 2 ）研究の目的
本稿では、以上の考え方に基づいて、大都市圏の郊外都市における産業活動の現況把握を試み

たい。具体的には、郊外都市の事例を挙げて、当該都市の大都市圏における位置づけを確認した
うえで、産業分野別の実態把握を行う。個々の産業分野には、それぞれの現況に至った背景があ
ると考えることができ、大都市圏の構造が一定程度の影響を与えていることも予想される。こう
した各産業の実態の総体として、複層的に産業活動が展開されるなかで、特定の地域内で空間的
分化が形成されていることを示したい（2）。

（ 2） 既存研究のなかで、山下（1993）は東京大都市圏の周辺中核都市における通勤・通学流動、物品販売機能
の集積状況、業務管理機能の集積状況を検討しているが、大都市圏内の特定の地域を対象とした研究では
ないこと、産業活動を複層的に捉える研究ではない点で、本稿と研究視点が異なると考えられる。
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本稿で郊外都市を対象とするのは、特定の都市機能に特化している都心の地区と比べて、第一
次産業から第三次産業に至るまで、幅広い産業活動が展開されていて、産業活動を複層的に捉え
やすいこと、郊外住宅地が存在して通勤流動が目立つ地域であり、大都市圏の構造と、各産業の
実態との関係を捉えやすいと考えたためである。その事例として、本稿では埼玉県川越市を採り
上げる。
以下、2章では、東京大都市圏の郊外都市としての川越市の位置づけを整理する。3章から5

章にかけては、産業分野別に川越市における産業活動の空間的展開の現況を把握する。このう
ち、3章では第一次産業のなかで農業、4章では第二次産業のなかで製造業に、そして5章では、
第三次産業のなかで商業・サービス業と観光関連産業について検討したい。最後に、6章では、
前章までの実態把握をふまえて、川越市の産業活動の空間的展開を整理し、郊外都市における産
業活動の空間的展開について考察する。
本研究は、国勢調査や農林業センサスといった既存の統計資料、川越市の政策文書や既存研究

などの資料、ならびに各種の記事に基づいている。各章では、統計資料によって、川越市の全域
における産業活動の特徴を捉えた後に、市内の地区別の空間的展開の実態を明らかにする。

2. 川越市の位置付け

（ 1 ）概況
川越市は、埼玉県南部に位置する都市であり、鉄道交通および道路交通の拠点となる地域であ

る。図1には、川越市の市域と鉄道網、道路網、ならびに主な河川を示している。川越市は、東
京都心部から約30kmに位置し、JR川越線、東武東上線、西武新宿線の3路線が通っている。こ
のうち、東武東上線は、東京都区部の副都心の1つである池袋駅まで、30分程度で結んでいる。
また、JR川越線は、埼玉県では最大規模の鉄道駅といえる大宮駅まで、約20分で結んでいる。
ただし、これら2路線の主要駅である川越駅と、西武新宿線の終点にあたる本川越駅は、相互に
直結しておらず、徒歩15分程度（約1km）、離れている。
道路交通に関して、川越市には関越自動車道が通っており、市域の南西部には川越インターチ

ェンジ（IC）が存在している。それに接続をする形で、国道16号線が南西部から東部にかけて通
っているほか、南東部から北部にかけては、国道254号線が通っている。これらの幹線道路は、
川越市の中心市街地を取り囲むように通っている。他方、中心市街地では、道幅が狭いことが多
いため、道路渋滞も定期的に生じている。
他方で、川越市の地形的特徴として、複数の河川が市内を流れている。西部から北部にかけて

は、荒川水系の一級河川である入間川が流れており、北部から東部に流れている荒川と合流して
いる。このほかにも、川越市の市街地付近には複数の河川が存在している。たとえば、市街地東
部を荒川に並行する形で流れる新河岸川は、かつて舟運が盛んであり、川越と江戸間における物
資輸送を支えたことで知られている。こうした河川の付近では、低地が広がっているのに対し
て、川越市の中心市街地から南部にかけては、主要な河川が流れておらず、台地の段丘地形がみ
られる。
現在の川越市の市域は、1955年に周辺の9村を合併して成立した（3）。1994年に川越市、狭山市、
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日高市による申請や、2014年の「全国都道府県市区町村別面積調」の公表を経て、川越市の市域
面積は109.13km2となっている。川越市役所によれば、2017年時点で、宅地面積は約35.0km2（市
域の32.1％）、田の面積が20.9km2（同19.2％）、畑の面積が17.3km2（同15.9％）、その他が22.4km2

（20.5％）であり、山林は3.5km2（3.2％）となっている。川越市においては、田や畑の面積が多
い一方で、山間部ではないために山林面積は限られている。

（ 2 ）人口の特徴
川越市では、東京大都市圏が第二次世界大戦後に拡大する過程で、人口が急増していった。国

勢調査によれば、川越市の人口は1955年に104,612人であったが、1965年には127,155人、1975年
には225,465人、1985年には285,437人へと急増している。その後も、1995年に323,353人、2005年

図1　川越市の概況
灰色の領域は川越市、点線は鉄道線、実線は主要な道路を表している。
国土交通省国土地理院「数値地図」のデータを利用して作成。

（ 3） この部分の記述は、川越市役所「平成29年版統計かわごえ」に基づいている（http://www.city.kawagoe.

saitama.jp/shisei/shisei/toukeidata/toukeikawagoe/h29/h29_pdf.html、2018年10月閲覧）。なお、川越市は、2000

年代のいわゆる「平成の大合併」の時期に、市町村合併を実施していない。）
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に333,795人、そして2015年には350,745人と、人口増加が続いている。このように、川越市の人
口は、1955年から2005年までの50年間で3倍に増加している。
この点について、川越市役所がまとめた住民基本台帳人口移動報告のデータをみると、川越市

の人口増加を主に規定しているのは、出生と死亡の差にあたる自然増減数ではなく、転入と転出
の差にあたる社会増減数であると分かる。1960年代から70年代にかけての人口増加の時期には、
社会増加が多くなっていることから、他の大都市圏の郊外と同様に、川越市でも他の地域からの
人口流入の影響が大きかったことを伺える。近年についても、川越市では、転入者数が転出者数
を上回る社会増加が続いているために、川越市の人口が増加し続けていることを読み取れる。た
だし、川越市の人口を年齢別にみると、日本全体と同じく、少子高齢化が進んでいる。国勢調査
によると、1995年には15歳未満の年少人口の割合は15.4％、15歳以上65歳未満の生産年齢人口の
割合は74.6％、65歳以上の老年人口の割合は10.0％であったが、2015年には、それぞれ12.7％、
62.2％、25.1％へと変化しており、老年人口の割合、すなわち高齢化率が上がっている。川越市
では、出生数の減少と死亡数の増加が同時に起きており、図2に示すように、近年では自然減少
を示すようになっている。

2015年の国勢調査によると、川越市の人口は350,745人である。このうち、川越市内で従業・
通学する者は101,345人、川越市以外で従業・通学する者は89,131人となっている。これに対し
て、他の市区町村に在住し、川越市に従業・通学する者は77,049人である。国勢調査では、各地
域の人口にあたる夜間人口に対して、夜間人口から市外で従業・通学する者（流出人口）を差し
引き、市外から市内へ従業・通学している者（流入人口）を加えた人数を、昼間人口として公表
している。川越市の場合、以上の計算方法で昼間人口を算出すると338,663人、昼夜間人口比率

図2　川越市の人口増減（1968～2017年）
住民基本台帳人口移動報告のデータを、川越市役所がまとめたもの。
川越市役所「平成29年版統計かわごえ」より作成。
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は96.6となっている。
一般に、大都市圏の中心部への通勤が目立つ郊外では、昼夜間人口比率が100を下回るとされ

ており、川越市も例外ではない。通勤流動を確認するために、川越市の就業者数を検討してお
く。国勢調査によれば、2015年の川越市における15歳以上就業者数は164,496人である。このう
ち、川越市内で従業する者は73,536人（44.7％）、埼玉県内の他市区町村で従業する者は31,351人
（19.1％）である。他方、埼玉県以外の市区町村のうち、東京都内で従業する者は29,030人（17.7

％）となっており、東京都区部の従業が25,867人（15.7％）と多くなっている。このように、川
越市においては、埼玉県内のみならず、東京都区部への通勤者が多いという特徴がある。

（ 3 ）川越市の産業構造
川越市内の15歳以上就業者数（従業地集計）は、他の市区町村からの通勤者を含めて、2015年

時点で146,911人である。川越市の産業構造を捉えるために、産業別の15歳以上就業者数をみる
と、第一次産業が2,736人、第二次産業が35,095人、第三次産業（公務を含む）が94,389人、分類
不能の産業が14,691人となっている。このように、川越市では第三次産業の就業者数が多く、総

表1　川越市の産業構造

就業人口（2015年） 民営事業所（2016年）
川越市 埼玉県 川越市 埼玉県

総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比
第一次産業 2,736 1.9 54,931 2.0 15 0.1 576 0.2
農業、林業 2,733 1.9 54,829 2.0 15 0.1 574 0.2
漁業 3 0.0 102 0.0 0 0.0 2 0.0
第二次産業 35,095 23.9 669,757 24.3 2,085 19.6 52,486 21.8
鉱業、採石業、砂利採取業 5 0.0 435 0.0 1 0.0 33 0.0
建設業 10,268 7.0 205,353 7.5 1,092 10.2 25,762 10.7
製造業 24,822 16.9 463,969 16.8 992 9.3 26,691 11.1
第三次産業 94,389 64.2 1,786,299 64.9 8,557 80.3 187,480 77.9
電気・ガス・熱供給・水道業 715 0.5 8,792 0.3 9 0.1 132 0.1
情報通信業 1,518 1.0 34,977 1.3 89 0.8 1,684 0.7

運輸業、郵便業 8,620 5.9 193,297 7.0 267 2.5 6,909 2.9

卸売業、小売業 22,764 15.5 422,942 15.4 2,735 25.7 56,851 23.6
金融業、保険業 3,025 2.1 52,752 1.9 172 1.6 3,049 1.3
不動産業、物品賃貸業 2,888 2.0 60,273 2.2 582 5.5 16,584 6.9
学術研究、専門・技術サービス業 4,109 2.8 73,592 2.7 438 4.1 8,573 3.6
宿泊業、飲食サービス業 7,788 5.3 139,267 5.1 1,236 11.6 27,883 11.6
生活関連サービス業、娯楽業 5,217 3.6 100,434 3.6 1,008 9.5 22,637 9.4
教育、学習支援業 7,059 4.8 120,875 4.4 429 4.0 9,056 3.8
医療、福祉 17,319 11.8 311,078 11.3 926 8.7 20,058 8.3
複合サービス事業 1,310 0.9 17,639 0.6 46 0.4 937 0.4
サービス業（他に分類されないもの） 8,467 5.8 163,568 5.9 620 5.8 13,127 5.5
公務（他に分類されるものを除く） 3,590 2.4 86,813 3.2 － － － －
分類不能 14,691 10.0 242,676 8.8 － － － －
分類不能の産業 14,691 10.0 242,676 8.8 － － － －
総計 146,911 100.0 2,753,663 100.0 10,657 100.0 240,542 100.0
就業人口については、国勢調査の従業地集計データを用いている。
民営事業所について、経済センサス（活動調査）の民営事業所数データを用いたので、公務などのデータがない。
2015年国勢調査、2016年経済センサス（活動調査）より作成。
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数に占める比率が64.2％となっている。産業大分類ごとにみると、第一次産業では農業が2,728人
となっており、林業、漁業の就業者は計8人に限られている。第二次産業については、製造業の
就業者が最も多く、総数の16.9％に達している。他方、第三次産業では、卸売業・小売業22,764

人、医療・福祉17,319人で多くなっている。川越市の就業者数について、産業別の構成比を埼玉
県全体の構成比と比べると、ほとんど差がみられない。
就業人口以外の産業構造に関する指標として、2016年経済センサス（活動調査）を用いて、産業

分類別の民営事業所数をみると、就業人口と類似した特徴があることが分かる。第二次産業につい
ては建設業、第三次産業においては宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業などの
構成比が相対的に大きいが、これは、産業の特性に伴い、1事業所あたりの就業者数に差があるた
めであろう。川越市の産業別の民営事業所数構成比を埼玉県の構成比と比べると、就業人口よりも
差があるものの、概ね、埼玉県の構成比と同様の値であると判断できる。このことから、川越市で
は、「商業・工業・農業・観光分野がそれぞれバランスよく発展」していると認識される（4）。
以上のように、川越市では、大都市圏の郊外都市として、東京都心部への通勤流動がみられる

一方で、市内には第一次産業から第三次産業まで、様々な産業が展開されていることを伺える。
ここまで、川越市の全産業について概況を捉えてきたが、詳細な実態を明らかにするために、以
下では、第一次産業、第二次産業、第三次産業に分けて、それぞれの産業活動の特徴と、川越市
内での空間的展開の状況を検討したい。

3. 川越市の農業

（ 1 ）農業の特徴
第一次産業のなかで、川越市で主な産業分野となっているのは、農業である。そもそも、川越

市は山林面積の割合が小さいほか、内陸で海に面していないので、第一次産業に関しては、農業
を中心とする産業構造となっている。この点は、国勢調査の15歳以上就業者数の分析にも表れて
いる。そこで本章では、川越市の農業に絞って、その特徴と空間的展開を整理する。

2015年の農林業センサスによると、川越市の農業経営体は1,964件である。このうち、家族経
営体が1,957件を占める一方で、法人経営体は7件と限定的である。埼玉県全体の農業経営体は、
総数が37,484件であるので、川越市の農業経営体数は埼玉県の5.2％にあたる。埼玉県内では、農
業経営体が最多であるのは加須市（3,033件）であり、深谷市（2,627件）、熊谷市（2,444件）、さ
いたま市（2,165件）の順に多い。川越市については、さいたま市に次いで、埼玉県で5番目に農
業経営体の多い市町村である。
川越市の農業経営体1,964件のうち、「販売なし」は237件（12.1％）、「50万円未満」は726件

（37.0％）、「50～100万円未満」が385件（19.6％）である。このように、約7割の農業経営体にお
いて、販売実績がないか、100万円未満の販売実績となっている。ただし、販売金額が1,000万円

（ 4） 川越市役所「川越市産業振興ビジョン（平成28年度～平成32年度）」巻頭挨拶より引用（http://www.city.

kawagoe.saitama.jp/shisei/seisakushisaku /hoshinkeikaku /sangyo-kanko/bijyonn28-32.files/bijyon.pdf, 2018年10月閲
覧）。
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を超える農業経営体も143件（7.3％）となっており、このうち6件（0.3％）については、販売金
額が1億円を上回っているから、一部には販売金額の大きな農業経営体もみられるといえよう。
同様の状況について、経営耕地面積規模別の農業経営体数においても確認できる。すなわち、

「経営耕地なし」が6件（0.3％）、「0.5ha未満」が295件（15.0％）、「0.5～1.0ha未満」が696件
（35.4％）、「1.0～1.5ha未満」が436件（22.2％）となっており、1.5ha未満の経営体が過半を占め
ている。他方で、「10ha以上」は6件（0.3％）と限られており、30ha以上の経営耕地面積の農業
経営体が存在しない。このように、1経営体あたりの規模は大きいとはいえない。
埼玉県内では、熊谷市の経営耕地面積が最も大きく（5,219ha）、川越市は、埼玉県内市町村で

は6番目の面積規模にあたる。川越市の経営耕地面積は、2015年の農林業センサスにおいて、
2,449ha（244,915a）とされている。川越市においては、経営耕地面積のなかで、「田」は1,520ha

（62.0％）、「畑（樹園地を除く）」は892ha（36.4％）、「樹園地」は38ha（1.5％）であるから、「田」
の面積割合が最多となっている。
作物別に作付面積をみると、「稲・麦・雑穀」のなかでは「水稲」が最も多く、作付面積は

1,204haとなっている。「いも類・豆類」については、「大豆」が23ha、「かんしょ」が16haで、畑
のなかでの割合は小さい。川越市は、江戸時代から「川越イモ」が知られているが、溝尾（2007）
で指摘されるように、川越市内ではサツマイモの生産量は限られている。他方、「野菜類」につ
いては、「ほうれんそう」が195ha、「さといも」が43ha、「だいこん」が38ha、「にんじん」が
28haなどとなっており、様々な作物を育てている。「花き類」についても栽培面積が25haとなっ
ている。

近年、農業経営体においては、農業協同組合（農協）以外へ出荷する割合も増えているが、川
越市の農業経営体はどうであろうか。作物の主な出荷先として、販売実績のあった農業経営体に
関して、販売額が最多の出荷先ごとに集計したのが、表2である。これによると、「農協」が過半
を超えている一方で、「消費者に直接販売」（直売）の割合も16.4％になっている。埼玉県全体と
比べると、やや「農協」への出荷が目立っているが、概ね、川越市と埼玉県の値には大差がない。
川越市においても、日本全国の傾向と同様に、農家数の減少がみられている。2015年農林業セ

ンサスによると、川越市の農家数は2,943戸で、販売農家数が1,954戸、自給的農家数が989戸であ
る。このうち、販売農家1,954戸に関して、専兼業の分類をみてみると、専業農家が621戸、兼業
農家が1,333戸で、後者の戸数が多い。1975年には専業農家が595戸、兼業農家が4,686戸、1995年
には専業農家525戸、3,421戸であったので、専業農家数は増減を繰り返している一方で、兼業農

表2　川越市の農業経営体の主な出荷先

総数 農協 農協以外の 
集出荷団体 卸売市場 小売業者 食品製造業 

・外食産業
消費者に 
直接販売 その他

川越市 農業経営体数 1,727 880 74 165 197 8 284 119
構成比 100.0 51.0 4.3 9.6 11.4 0.5 16.4 6.9

埼玉県 農業経営体数 31,756 14,171 2,287 4,030 4,108 283 4,915 1,962
構成比 100.0 44.6 7.2 12.7 12.9 0.9 15.5 6.2

販売実績のあった農業経営体について、販売金額が最多の出荷先別に集計した値。
2015年農林業センサスより作成。
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家数については減少が著しい。また、農業従事者の平均年齢は59.0歳、基幹的農業従事者の平均
年齢も65.9歳と高齢になっている。他方で、川越市役所の統計資料によると、近年においても、
農地の転用が続いており、2016年には436件（25ha）の農地転用が行われて、290件（13ha）が住
宅用地へ転用されている（5）。このように、川越市においては、農家数の減少や農業従事者の高
齢化、農地の宅地転用などがみられている。

（ 2 ）川越市内における農業の展開状況
続いて、川越市内における農業の展開状況を確認する。図3には、2015年農林業センサスに基
づいて、川越市内における農業経営体の経営耕地面積を表している。これによると、川越市内の
鉄道駅に近接する中心市街地の付近では、経営耕地面積が少ないことが分かる。また、河川周辺
部では経営耕地面積が少ないことを読み取れる。他方、市内の南部、東部から北部と、西部のな
かの一部の地区では、経営耕地面積が多い。

図3にあるように、川越市内では、地区によって田と畑の面積比率に大きな相違がある。川越
市は、武蔵野台地の北部にあたり、市内では南部に台地の地形がみられる。一般に知られるよう
に、台地上では水利に乏しいという特徴があるため、南部の地区では畑の面積割合が多くなって
いる。他方で、入間川や荒川の周辺部にあたる北部や東部では、低湿地の地形が中心となるために、

（ 5） 川越市役所「平成29年版統計かわごえ」掲載表による。原典は、農業委員会事務局の資料である。

図3　川越市の経営耕地面積（2015年）
原典は2015年農林業センサス。
政府統計の総合窓口（e-stat）「地図で見る統計（統計GIS）」提供データより作成（https://www.e-stat.go.jp/gis, 2018年10月閲覧）。
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水田の割合が高くなる。川越市の経営耕地は、市街地周辺部の開発が進んでいない地区に多く、
南部とそれ以外の地区で、畑と田のどちらが主となるのかという点が異なることを指摘できる。

4. 川越市の製造業

（ 1 ）製造業の特徴
第一次産業に続いて、川越市の第二次産業を検討する。前掲表1によれば、川越市では、国勢調
査の15歳以上就業者数でみると製造業、経済センサス（活動調査）の事業所数でみると製造業と建
設業の比重が、第二次産業のなかでは相対的に大きかった。そこで、本章では、川越市の第二次産
業のうち、代表的な産業として製造業に着目し、その特徴と空間的展開について分析したい（6）。

2014年の工業統計調査によると、川越市内の製造業の事業所数は472件、従業者数は22,826人、
年間の製造品出荷額等は9741億7656万円となっている。このうち、従業者数は、男性が15,894人、
女性が6,932人であり、男性が2倍以上となっている。川越市の製造業関連指標について、近年の
変化をみると、従業者数はわずかな変動に留まっている一方で、事業所数と製造品出荷額等には
大きな変化がみられる（図4）。事業所数については、2000年に734件であったが、2005年に602

件、2010年に504件、そして2014年に472件まで減少しており、2000年比で36％減となっている。
これとは対照的に、製造品出荷額等においては、2000年に約7166億円であったが、2005年に約
9986億円、2010年に約8317億円、2014年には約9742億円と、変動を繰り返しながらも増額を見せ

（ 6） 工業統計調査という名称に表れているように、製造業を工業と称することがある。一般に、製造業と工業
は、ほとんど同義であると考えられるので、本稿では、統計の名称に言及する場合を除いて、製造業と呼
称する。

図4　川越市の製造業関連指標の推移（2000～2014年）
2000年の各指標の値を100として、推移を示している。
原典は工業統計調査。2011年分のみ経済センサス（活動調査）。
川越市役所「平成29年版統計かわごえ」より作成。
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ている。そのため、少なくとも近年については、工業関連の指標によって異なる特徴を示してい
るので、製造業の発展・衰退について一概には論じがたい。
川越市の2014年の製造業関連指標について、埼玉県内の他の市町村と比べると、川越市は比較

的工業の盛んな地域といえる。まず、工業統計調査において、埼玉県全体に対する割合をみる
と、事業所数では埼玉県全体の4.1％、従業者数では6.0％、製造品等出荷額では7.9％を占めてい
る。他の市町村の指標と比べると、事業所数では川口市（1,453件）、さいたま市（970件）、八潮
市（616件）、戸田市（485件）に次いで5番目に多くなっている。従業者数では、さいたま市
（26,609人）に次いで多く、埼玉県内では2番目の多さにあたる。また、製造品等出荷額について
は、川越市が埼玉県内で最多の市町村であり、隣接する狭山市と並んで、2市のみが9000億円を
超える状況となっている。

川越市の製造業の特徴を捉えるために、2014年の工業統計調査により、産業分類別に指標を示
したのが表3である。まず、事業所数をみると、最も多いのは「金属製品製造業」の75件で、「食
料品製造業」63件、「プラスチック製品製造業」41件の順に多い。続いて、従業者数の規模別に

表3　川越市の製造業関連指標（2014年）

産業分類

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

総計 30- 
299人

300人 
以上 総計 構成比 総計 構成比

（件） （件） （件） （人） （％） （億円） （％）
食料品製造業 63 24 3 4,381 19.2 877.7 9.0
飲料・たばこ・飼料製造業 4 1 － 161 0.7 52.8 0.5
繊維工業 5 1 － 97 0.4 10.3 0.1
木材・木製品製造業（家具を除く） 3 － － 22 0.1 2.2 0.0
家具・装備品製造業 4 － － 25 0.1 4.1 0.0
パルプ・紙・紙加工品製造業 15 3 － 344 1.5 87.1 0.9
印刷・同関連業 33 14 1 1,519 6.7 293.4 3.0
化学工業 23 8 4 3,409 14.9 3457.5 35.5
石油製品・石炭製品製造業 2 － － 32 0.1 N.D. －
プラスチック製品製造業 41 10 － 1,393 6.1 253.9 2.6
ゴム製品製造業 1 － － 10 0.0 N.D. －
なめし革・同製品・毛皮製造業 2 － － 12 0.1 N.D. －
窯業・土石製品製造業 14 4 － 394 1.7 106.6 1.1
鉄鋼業 7 1 － 156 0.7 76.5 0.8
非鉄金属製造業 10 2 － 256 1.1 84.9 0.9
金属製品製造業 75 10 － 1,319 5.8 281.7 2.9
はん用機械器具製造業 13 4 － 333 1.5 56.8 0.6
生産用機械器具製造業 45 8 1 1,436 6.3 705.2 7.2
業務用機械器具製造業 18 5 － 630 2.8 1358.4 13.9
電子部品・デバイス・電子回路製造業 15 5 － 348 1.5 52.0 0.5
電気機械器具製造業 25 13 － 1,310 5.7 518.9 5.3
情報通信機械器具製造業 8 2 1 2,795 12.2 723.8 7.4
輸送用機械器具製造業 28 6 3 2,232 9.8 698.2 7.2
その他の製造業 18 1 － 212 0.9 21.5 0.2
総計 472 122 13 22,826 100.0 9741.8 100.0
表中のN.D.は、データなし（秘匿値）を表す。
各構成比について、埼玉県の構成比との比率（特化係数）1.5以上を灰色、0.5未満を下線で示した。
2014年工業統計調査（市区町村編）より作成。
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みると、川越市の製造業の事業所472件のうち、従業者数30人以上の事業所が135件である。この
うち13件では、300人以上の従業者数となっている。こうした事業所は、「食料品製造業」、「化学
工業」、「輸送用機械器具製造業」などにみられる。次に、従業者数をみると、「食料品製造業」
の4,381人が最多であり、川越市の製造業従業者数の19.2％を占めている。以下、「化学工業」の
3,409人（14.9％）、「情報通信機械器具製造業」の2,795人（12.2％）などが多い。さらに、製造品
出荷額等をみると、資本集約型産業といわれる「化学工業」が最も多く、3457億円（川越市の
35.5％）となっている。このほかでは、「業務用機械器具製造業」1358億円（13.9％）、「食料品製
造業」878億円（9.0％）、「情報通信機械器具製造業」723億円（7.4％）などが多い。
このように、川越市の製造業においては、「化学工業」、「食料品製造業」、「業務用機械器具製

造業」、「情報通信機械器具製造業」、「金属製品製造業」などの比重が大きい。ただし、こうした
傾向が他の市区町村でも一般的にみられるならば、川越市の特徴として強調しがたいことにな
る。そこで、川越市の従業者数と製造品出荷額の構成比を、埼玉県全域のそれぞれの構成比で除
した値を算出した（特化係数）。表3では、特化係数が1.5を超える産業分類を灰色で、0.5未満の
産業分類を下線で示している。灰色の市町村、すなわち埼玉県全域と比べて比重の大きな産業分
類をみると、従業者数では「化学工業」、「情報通信機械器具製造業」が出ており、製造品出荷額
等では、これらに加えて「生産用機械器具製造業」、「業務用機械器具製造業」、「電気機械器具製
造業」といった機械の製造業が出てきている。これに対して、繊維産業などの飲食料品を除く軽
工業や、基礎素材型産業のうち、鉄鋼や石油製品の製造業などの特化係数が低くなっている。以
上から、川越市の製造業では、「食料品製造業」や「金属製品製造業」のほか、「化学工業」や各
種の機械製造業の比重が高いということができる。

（ 2 ）川越市内での製造業の展開状況
川越市の製造業は、市内においてどのように空間的な展開を示しているのであろうか。図5に
は、2014年経済センサス（基礎調査）を用いて、市内の町丁目ごとに製造業の事業所数と、各町
丁目の従業者総数に占める製造業従業者の割合を示している。まず、図中の円の大きさによっ
て、製造業の事業所数をみると、図1で示した鉄道駅周辺部にあたる中心市街地において、製造
業の事業所数が少ないことが分かる。これに対して、市内の外周部では、円の規模が比較的大き
く、製造業の事業所が多いことを伺える。また、円の内部色およびハッチにあたる製造業従業者
の割合をみると、事業所数と同様に、市内の外周部で高い値を示している。特に、南部、西部、
北部において、製造業の事業所および従業者が多いことを読み取れる。
これは、川越市内に、市内の周辺部に複数の工業団地が存在していることに起因する。まず、

市内南西部の格子状の円の部分には、隣接する狭山市にまたがる形で、川越狭山工業団地が立地
している。この団地は、日本住宅公団が当時の首都圏整備法に基づいて、川越市と狭山市と連携
しながら造成したもので、248万m2を開発している（7）。工業団地としては、国道16号線、西武新
宿線と並行する形で立地し、関越自動車道の川越 ICと近接している。狭山市の市域を含めて、

（ 7） この記述は、川越狭山工業団地webサイトによる（http://www.kawagoesayama.biz-web.jp/about.html, 2018年10

月閲覧）。



40

尚美学園大学総合政策論集27号／2018年12月

東西に4 km、南北に1 kmほど、158万m2の工場地区を擁している。狭山市の市域には、本田技研
工業（株）の埼玉製作所が立地するほか、川越市の市域には光村印刷（株）や雪印メグミルク（株）の
研究所などが立地している。
また、市内北部の入間川沿いには、川越工業団地が存在し、川越東部工業会協同組合が結成さ

れている（8）。川越東部工業会協同組合によると、川越市内での住工混在を解消する目的で、埼
玉県企業局によって造成されて、1981年に完成したのが川越工業団地であった。そのため、市街
地からの製造業の再配置が行われており、地元企業の食品製造事業者である亀屋などが立地す
る。施工面積は71.5万m2で、段ボールの製造、各種の印刷、塗料や化粧品などの化学工業、各種
の機械器具製造業など、多様な業種の製造事業者が立地している。なお、川越工業団地に隣接す
る形で、芳野台工業協同組合に属する製造事業者も立地している。
このほかにも、市内北西部では、川越市、坂戸市、鶴ヶ島市との境界付近に、富士見工業団地

が立地しており、製造業の集積がみられる。さらに、市内西部の入間川周辺部、市内南部のふじ
み野市との境界部などにも、工業集積が形成されている。このように、川越市内においては、道
路交通の結節点に加えて、市内の主要河川の付近、ならびに隣接市町村との境界部などに工業団
地が造成されており、その集積によって、製造業の事業所数、従業者数の割合が高くなっている。

図5　川越市における製造業事業所数ならびに製造業従業者の割合（2014年）
原典は2014年経済センサス（基礎調査）。
政府統計の総合窓口（e-stat）「地図で見る統計（統計GIS）」提供データより作成（https://www.e-stat.go.jp/gis, 2018年10月閲覧）。

（ 8） 川越東部工業会協同組合webページによる（http://www.kei.or.jp/industry/, 2018年10月最終閲覧）。
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5. 川越市の商業活動とサービス業

（ 1 ）商業・サービス業の特徴
第二次産業に続いて、川越市の第三次産業の概況について、主に経済センサスに依拠しながら

整理していきたい。本章で分析するのは、民営事業所のみとするので、表1に示した第三次産業
に含まれる産業大分類のうち、公務を除いた各産業分類である。
前掲の表1では、国勢調査における15歳以上就業人口と、2016年経済センサス（活動調査）に
おける事業所数を提示していた。表4においても、後者のデータを用いているので、産業大分類
別の事業所数は表1と同数である。他方、表4では、新たに産業大分類よりも細かな産業分類を
示しているほか、従業者数とその構成比も示している。表4によると、第三次産業のなかで主要
な産業分類は、「卸売業、小売業」であり、事業所数では2,735件、従業者数では29,962人となっ
ている。卸売業と小売業の内訳をみると、卸売業は事業所数668件、従業者数8,022人である一方、
小売業は2,067件、21,940人となっているから、小売業の比重が相対的に高いと言える。
ただし、川越市においては、卸売業・小売業の衰退傾向もみられる。商業統計によって、川越

市の卸売業・小売業の事業所数をみると、1970年の2,500件から、増減がありながらも1985年の
3,418件に増加していたが、1997年には3,076件、2014年には1,850件へと減少している。従業者数
については、1970年の10,189人から1985年には18,243人へと増加し、1999年には25,968人に増え
ているが、その後は減少傾向にあり、2014年には18,651人となった（9）。

1999年から2014年までの期間について、卸売業、小売業の従業者規模別事業所数を確認する
と、小規模零細な事業所が減少している。まず、1999年の事業所数は3,237件である。このうち、
従業者数10人未満は2,584件（79.8％）、10人以上30人未満は513件（19.9％）、30人以上は140件
（5.4％）であったが、2014年には、事業所数は1,850件に減少している。従業者数10人未満は
1,351件（73.0％）、10人以上30人未満が400件（21.6％）、30人以上が99件（5.3％）となった。い
ずれの規模でも事業所数が減少しているが、構成比をみると、従業者数10人未満の比重が相対的
に低下していることが分かる。
特に、小売業においては、近年にその傾向が顕著となっている。商業統計によれば、川越市の

小売業における2004年の事業所数は2,236件、従業者数は17,902人、売場面積は320,170m2であっ
た。これが、2014年になると、事業所数は1,402件、従業者数は13,582人、売場面積は299,404m2

へ減少している。ただし、小売業の店舗面積別にみると、売場面積が500m2未満では事業所数、
従業者数、売場面積の減少が顕著であるが、500m2以上では増加傾向がみられる。近年の立地規
制の変化や小売店舗の採算性の見直し等により、3,000m2超の大型店の従業者数、売場面積は減
少しているが、それ以上に、小規模零細な商業者（卸売業者・小売業者）の減少が著しい。
ただし、川越市は、埼玉県内では商業が盛んな地域にあたる。2014年の商業統計によって、卸

売業・小売業を合計した年間商品販売額をみると、川越市の金額は6395億円であり、埼玉県全域
の4.5％を占めている。市町村別にみると、さいたま市、川口市、越谷市に次いで4番目の販売規

（ 9） 川越市役所「平成29年版統計かわごえ」掲載表による。
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模に当たる（10）。市内の売場面積の総計は、川越市は29.9万m2であり、年間商品販売額と同様に4

番目の規模となっている。
商業活動に対して、サービス業においては、事業所数、従業者数ともに様々な産業分類へ分散

している。表4によると、サービス業のなかで事業所数が多いのは、「飲食店、持ち帰り・配達
飲食サービス業」の1,200件である。表4には示していないが、このうち1,097件は「飲食店」で
構成されている。このほか、「生活関連サービス業、娯楽業」の1,008件が多くなっている。これ
は、「洗濯・理容・美容・浴場業」が739件であることが影響している。このほか、「医療、福祉」
の926件が多い。
こうした傾向は、従業者数の検討においても当てはまる。従業者数が多い産業分類は、「医療、

（10） なお、卸売業に限った年間商品販売額は3379億円で、さいたま市、川口市、越谷市、本庄市、熊谷市に次
ぐ 6番目の規模である。小売業の年間商品販売額は、3016億円であり、卸売業・小売業を合計した場合と
同様に、 4番目の規模に当たる。

表4　川越市の第三次産業の事業所数・従業者数（2016年）

産業分類 事業所数 構成比 従業者数 構成比
（件） （％） （人） （％）

全産業（公務を除く） 10,657 100.0 141,082 100.0
電気・ガス・熱供給・水道業 9 0.1 630 0.4
情報通信業 89 0.8 911 0.6
情報通信業（通信業、放送業など） 26 0.2 173 0.1
情報通信業（情報サービス業など） 63 0.6 738 0.5

運輸業、郵便業 267 2.5 8,813 6.2
卸売業、小売業 2,735 25.7 29,962 21.2
卸売業 668 6.3 8,022 5.7
小売業 2,067 19.4 21,940 15.6

金融業、保険業 172 1.6 3,156 2.2
不動産業、物品賃貸業 582 5.5 2,960 2.1
不動産業 535 5.0 2,546 1.8
物品賃貸業 47 0.4 414 0.3

学術研究、専門・技術サービス業 438 4.1 4,976 3.5
宿泊業、飲食サービス業 1,236 11.6 12,812 9.1
宿泊業 36 0.3 753 0.5
飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業 1,200 11.3 12,059 8.5

生活関連サービス業、娯楽業 1,008 9.5 5,710 4.0
教育、学習支援業 429 4.0 5,412 3.8
教育、学習支援業（学校教育） 65 0.6 3,361 2.4
教育、学習支援業（その他の教育、学習支援業） 364 3.4 2,051 1.5

医療、福祉 926 8.7 17,679 12.5
複合サービス事業 46 0.4 1,689 1.2
複合サービス事業（郵便局） 28 0.3 1,341 1.0
複合サービス事業（協同組合） 18 0.2 348 0.2

サービス業（他に分類されないもの） 620 5.8 14,515 10.3
サービス業（政治・経済・文化団体、宗教） 145 1.4 555 0.4
サービス業（政治・経済・文化団体、宗教を除く） 475 4.5 13,960 9.9

表1において、第三次産業に分類される産業分類のうち、主なものを示している。
各構成比について、埼玉県の構成比との比率（特化係数）1.5以上を灰色、0.5未満を下線で示した。
2016年経済センサス（活動調査）より作成。
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福祉」17,679人、「宿泊業、飲食サービス業」12,812人（このうち「飲食店」は10,256人）となっ
ている。事業所数と異なるのは、「運輸業、郵便業」が8,813人と多くなっていることであるが、
概ね、事業所数の場合と大差はない。川越市では、郊外都市として多くの住民が暮らしているほ
か、後述のように観光地となっているために、これらの産業が発展しているものと考えられる。
なお、他の市町村と比較するために、川越市の産業分類別の事業所数、従業者数の構成比を、

埼玉県のそれぞれの構成比で除した値（特化係数）を求めている。表4のなかで、灰色で示して
いるのは、特化係数が1.5を上回る産業分類であり、埼玉県全域の構成比よりも川越市の構成比
が高いことを意味する。事業所数をみると、川越市では、「電気・ガス・熱供給・水道業」のほ
か、「教育、学習支援業（学校教育）」の比重が大きい。従業者数では、以上に加えて「学術研
究、専門・技術サービス業」、「複合サービス業」の比重が大きい。事業所数の少ない産業分類も
あるので、誤差の範囲とも思われるが、相対的にはサービス業のうち、これらの産業分野に特徴
があるということであろう。

（ 2 ）中心市街地における展開状況
商業とサービス業の双方を含めて、第三次産業は川越市の中心市街地南部で発達している。図

6によって、公務を除く第三次産業従事者の人数、ならびにその内訳をみると、地図中において
太線で示している中心市街地の南部で、従業者数が多いことを伺える。この地点は、JR東日本
と東武鉄道の川越駅周辺部にあたる。駅ビルのほか、川越駅東口前（図中南部の北東側の円）に
は、複数の大型商業施設が立地しており、商業やサービス業の集積地となっている。また、川越
駅西口駅前には、保険会社や銀行など、企業の支店が集積する業務地区（いわゆるオフィス街）
が形成されている（11）。
このほか、川越駅から北部に位置する西武新宿線本川越駅にかけて、複数の商店街によって構

成されるクレアモールが立地している。この商店街は、川越駅と本川越駅の間に位置し、乗り換
え客などに利用されている。クレアモールの中心部には、埼玉県内の地場資本である丸広百貨店
の大型店舗（店舗面積26,156m2）が立地し、集客効果をもたらしている。クレアモールでは、小
売店のほか、飲食店や各種サービスを提供する店舗が集積しており、第三次産業の従業者数が多
くなっていると考えられる。
他方で、中心市街地の北部では、第三次産業の従業者数が相対的に少ないものの、比率をみると、
北部の中央付近に、卸売・小売業の比率が高い地区がある。この地区は、川越城址の西側に位置
しており、市役所や観光施設が立地している地区で、かつては川越城下町の中心部であった（溝
尾2007、小泉・斎藤1982など）。川越城下町は、明治期以降にも商業などの中心地として栄えた
が、1893年の川越大火に伴い、市街地の多くを焼失する被害を受けた。その後、当時の川越商人
が、蔵造りの建物を多く建てたことで、今日まで歴史的景観が残ることになった。中心市街地の
南部で鉄道交通が発達し、それに伴って商業活動の重心も南部へ移動したことや、物資統制等で商

（11） 2012年において、川越駅の年間乗車人数は3606万人（ 1日当たり9.8万人）であり、多数の利用客が通勤・
通学や観光などで使っている。なお、西武新宿線の本川越駅は、同年の年間乗車客数が886万人（ 1日当た
り2.4万人）である。川越市役所「川越市中心市街地活性化基本計画（平成27年 4月）」掲載資料による。
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品の売れ行きが低下したことから、中心市街地の北部では経済的衰退もみられた。しかし、後に
は蔵の保存活動から観光関連産業が発展し、現在では多数の観光客が訪れる地区となっている。
川越市の資料によれば、上述の観光資源のほか、年に1度、実施される「川越まつり」などの
イベントによる集客を含めて、川越には年間約630万人の観光客が訪れている（12）。川越市が実施
した「観光アンケート調査結果」によると、観光客の半数程度が埼玉県内もしくは東京都から来
訪している。これに対して、関東地方以外から川越に来訪する観光客は、15％程度に過ぎない。
同調査によれば、川越までの交通手段は鉄道が最も多く、約半数を占めている。ただし、東京大
都市圏内から来訪する観光客が多いので、滞在時間は「日帰り」が97％に達している。川越市の
中心市街地には、こうした観光客が訪れるスポットが点在しているが、広範囲の移動となるため
にバスで移動する者も多い。そのため、歩行者通行量調査の結果等をふまえると、中心市街地の
南部以外では、観光資源が集まる地点（川越一番街付近や菓子屋横丁付近）において休日の通行
量が多いが、鉄道駅周辺部と歴史的な街並みの残る中心市街地北部に挟まれた中間地点において
は、歩行者通行量の確保や商業の活性化が課題と位置づけられている。

（ 3 ）市街地周辺部における展開状況
次に、第三次産業の展開状況について、中心市街地周辺部の状況を確認したい。図7には、図

6と同じ表現方法によって、川越市内における第三次産業従事者数の分布を示している。円の大

（12） この部分の記述は、川越市役所「川越市中心市街地活性化基本計画（平成27年 4月）」掲載資料に依っている。

図6　川越市の中心市街地付近における第三次産業の従事者（公務を除く）
原典は2016年経済センサス（活動調査）。
図中の太線は、川越市の中心市街地に近似する地区である。
政府統計の総合窓口（e-stat）「地図で見る統計（統計GIS）」提供データより作成（https://www.e-stat.go.jp/gis, 2018年10月閲覧）。
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きさによって従事者数の分布をみると、中心市街地の周辺部においても、一定程度の従事者数が
みられることが分かる。鉄道線や主要な道路の周辺では、定住人口がみられることから、スーパ
ーマーケットや商店街の立地もあって、第三次産業の従事者が生み出されている。それ以外とし
ては、南部、西部、東部において、一定程度の従事者が存在している。このうち、西部で灰色の
構成比の多い地区（大字大袋）には、川越総合卸売市場が立地しており、卸売業の比重が大きく
なっている。この卸売市場は、埼玉県卸売市場整備計画に基づいて、生鮮食品の安定的供給を目
指して設立されたもので、1994年に営業開始をしている。敷地面積は19.8万m2で、水産物、青果
物などを取り扱っている（13）。
また、中心市街地の東部には、同様に灰色の構成比が多い地区（問屋町）がある。ここには、

卸売業者が集積しており、団地を形成している。協同組合川越バンテアンによると、1960年代後
半に川越市内の卸売業者の有志が集まって、合同移転計画を進めたことが契機となっている（14）。
市内東部の伊佐沼に隣接する敷地において、1972年に建築が完了し、徐々に面積を広げている。
総敷地面積は136,598m2、組合員企業の敷地が81,343m2とされている。

図7　川越市全域における第三次産業の従事者（公務を除く）
原典は2016年経済センサス（活動調査）。
図中の太線は、川越市の中心市街地に近似する地区である。
政府統計の総合窓口（e-stat）「地図で見る統計（統計GIS）」提供データより作成（https://www.e-stat.go.jp/gis, 2018年10月閲覧）。

（13） 川越総合卸売市場株式会社webサイトによる（http://kawashijyo.xsrv.jp/ichiba/kawagoesijyou/, 2018年10月閲覧）
（14） 協同組合川越バンテアンwebサイトによる（https://kawagoe-v.com/profile/, 2018年10月閲覧）。
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こうした卸売業の集積地のほかに、川越市の中心市街地周辺部には、小売業の大型商業施設も
立地している。2003年には、JR川越線の南古谷駅付近（市内東部）に、店舗面積21,759m2のウ
ニクス南古谷が開業したほか、市内西部にも複数の商業施設が開業している。川越市では、2018

年時点でも住宅開発が続いているほか、関越自動車道や国道16号が通るなど、自動車交通も盛ん
であるため、郊外ロードサイド型の商業施設の開発も進んでいる。こうした動きに伴って、サー
ビス業も、中心市街地の周辺部に立地する傾向があると考えられる。
なお、図7のなかで、市街地の東部、南部、西部において、「医療、福祉」の割合が大きい円が
ある。東部（大字鴨田）については、埼玉医科大学の総合医療センターが立地しており、その影
響が出ているものと考えられる。このように、中心市街地の周辺部では、住宅地に近接する形で
小売店やサービス業の店舗が立地することに加えて、卸売団地の形成、大型商業施設の立地、あ
るいは大型の医療施設の立地によって、第三次産業の指標が大きくなる地区があると考えられる。

6. まとめ

以上、本稿では、埼玉県川越市を対象として、第一次産業、第二次産業、第三次産業に分け
て、主に統計を用いながら、産業の実情と空間的展開の状況を検討してきた。本稿で検討したよ
うに、川越市という単一の空間のなかで、各産業分野では多様な事業活動が展開されており、立
地パターンも一様とはいえない状況がみられた。本稿の考察とまとめをするにあたり、今一度、
各産業特徴と空間的展開について整理しておきたい。
第一次産業について、川越市の場合には、農業を中心としていることから、その現況を捉えよ

うとした。農業経営体の分析をするなかで、川越市では田の面積が多いことを指摘したが、これ
は主に市内を流れる入間川、荒川の周辺部であり、南部の台地上では水利に恵まれないために、
畑を主とすることを確認した。大都市圏との関係として、郊外都市にあたるので住宅地の開発が
進んでおり、近年においても農地の転用が続いていることを確認できた。また、作物のうち、野
菜類の栽培面積が大きいことも、大都市近郊にあたる川越市の農業生産にみられる特徴であろう。
ただし、日本全国と同様に、農家数の減少や従事者の高齢化が進んでいることも確認できた。
第二次産業について、川越市は埼玉県でも製造業が盛んな市であり、製造品出荷額等が埼玉県

の市町村のなかで最も多いことを指摘した。そうはいっても、川越市内では製造業の指標に大き
な変動がみられており、川越市の製造品出荷額等は増加傾向にある。その一方で、事業所数が減
少傾向にあることも確認した。川越市内では、中心市街地にも製造業の事業所は立地している
が、主に市域の外周部にあたる地区の工業団地に立地していた。こうした工業団地は、関越自動
車道や国道16号線などの付近であるか、入間川などの河川付近、あるいは他の市町村との境界付
近に立地している。
第三次産業については、「卸売業、小売業」の比重が大きいこと、サービス業では「宿泊・飲

食サービス業」の比重が大きいことなどを確認したうえで、埼玉県全体と比べて、「教育、学習
支援業（学校教育）」などの比重も大きいことを確認した。第三次産業は、現在の川越市の中心
市街地に多く立地し、特に川越駅付近には大きな集積が形成されている。これは、通勤・通学な
どにおいて、鉄道交通の利用者が多い郊外都市の特徴が反映されているともいえる。他方で、中
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心市街地の北部には、かつての商業中心地であった旧城下町地区がみられる。明治時代の大火以
降、蔵造りの建物が増加し、今日まで残存したことから、保存・修復を経て、観光資源として活
用されるに至った。川越市では、観光客がバスで移動することも多く、駅付近と観光地付近の間
に位置する中心市街地の空洞化も指摘されつつある。他方、市街地周辺部では、住宅地付近のス
ーパーマーケットやサービス業の店舗に加えて、卸売団地、大型商業施設、医療・福祉施設が立
地しており、広大な用地を活かして立地していることを確認できた。
以上を整理すると、以下2点を指摘できるだろう。第1に、川越市のような郊外都市では、大
都市圏の拡大の影響を強く受けていることである。大都市圏の拡大に際して、川越市では人口が
3倍程度に増加していることから、住宅地開発や都市的インフラの整備が進んだと考えられる。
かつての商業中心地は、鉄道交通の発展に伴って、商業活動の低迷と相まって衰退傾向を示した
一方で、鉄道駅付近の商業施設や商店街は、大量の乗降客を相手としながら活況を呈した。特
に、鉄道駅同士が直結していない場合には、中心市街地の駅周辺部を多くの人が通行するので、
商業やサービス業が発展する。また、駅前では、金融機関などの支店が入居するオフィスビルが
開発され、大都市圏の郊外都市に立地する業務地区として、第三次産業の集積地となっている。
その一方で、衰退傾向にあった従前の商業集積地では、歴史的建造物に価値が見いだされて話

題性を有すると、観光資源と位置付けられて地区の再生が生じることもある。大都市圏の郊外都
市は、近接する地域に膨大な潜在的観光客を抱えている。日帰り観光に訪れやすいことから、観
光振興を図りやすいと考えられる。ただし、鉄道駅付近でなく、十分な観光資源に乏しい地区で
は、中心市街地の衰退が続くおそれもある。
他方で、中心市街地の外部では、住宅地開発が進んでおり、その周辺部では商店街やスーパー

マーケット、各種のサービス業の店舗が立地している。このほか、大都市圏の交通渋滞緩和（交
通流動の円滑化）を背景に、郊外都市では幹線道路の整備が進んでおり、自動車の利用も進んで
いる。これを受けて、広大な用地を活かした大型商業施設が立地し、市街地周辺部に商業空間が
拡大した。
他方で、市街地周辺部の幹線道路沿いや河川の付近では、工業団地や卸売団地が形成されてい

る。市街地の周辺部は、中心部と比べて地価が安いこと、広大な用地を確保しやすいこと、河川
付近では用水を確保しやすいことなどが理由であろう。いずれも、経済活動の発達した大都市圏
に位置していることが、製造業や卸売団地の形成を後押ししたと考えられる。特に、工業団地の
場合には、市内での移動のみならず、法令ないしは国の政策を背景とした大都市圏中心部からの
移転受入れも考慮されていたことから、大都市圏としての位置づけを意識して論じていく必要が
あろう。他方で、大都市圏の郊外都市として住宅地の開発が進む過程で、旧来から川越に立地し
た事業者が、従前の立地では住工混在になるなど立地環境が悪化すると認識し、移転を進めた点
も見逃せない。
市街地周辺部のうち、住宅地開発や工業団地、卸売団地の開発が生じなかった地区では、農業

生産が継続して行われてきたと考えられる。大都市圏の郊外ということもあって、稲作のほか、
野菜の栽培も盛んである。しかし、住宅地開発の更なる進展や農業以外での就業機会の存在など
によって、以前と比べて農業が衰退しつつあることも伺えた。それでも、大都市圏の郊外都市で
は、農業生産が一定程度、残存しており、農業経営体の生産活動が続けられている（15）。本稿の
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事例では、田や畑など、複数の農業経営の形態がみられているが、これは大都市圏の影響という
よりも、各農業経営体が当該地域の地形的条件に対応してきた結果であると判断するのが妥当だ
ろう。
以上をふまえると、第2の指摘として、大都市圏全体における地帯構造のみならず、大都市圏
の郊外都市の内部にも、同様の地帯構造がみられると指摘したい。郊外都市の主要駅周辺部と旧
来の中心市街地、住宅地開発が進んで生活関連の商業機能やサービス業の立地が進んだ市街地周
辺部、幹線道路や河川周辺の工業団地、卸売団地、医療施設、そして開発が抑制されて自然条件
や市場環境をふまえた農業経営が継続的に行われる農村的空間といった形で、市内には地帯構造
を見出すことができる。こうした議論は、地理学では伝統的に積み重ねられてきたものであり、
新奇性が少ないように思われるかも知れないが、現在の郊外都市の実情を踏まえて、この点を再
確認したということで、本稿の知見として提示しておきたい。
本稿では、大都市圏の郊外都市を対象に、産業活動の現況や空間的展開について分析・議論を

してきた。主に、既存の公的統計や政策文書、関連機関の資料によって議論を進めてきた。本稿
では、郊外都市の産業活動について、概括的な現況把握に努めてきたものの、詳細な実態分析、
関係者への調査を通じた因果関係の明示化、あるいは、他の郊外都市との比較などに課題を残し
ている。これらの点は、別稿で取り組みたい。
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